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○ 建設産業は、道民生活や社会経済活動の基盤となる道路や河川、住宅などの社会資本

の整備や日頃の維持管理はもとより、除雪や施設の長寿命化等の対応、さらには、地震

や台風などの自然災害の発生時における通行止めや応急工事等の初期対応や被災後の迅

速な復旧など、本道の発展や地域の安全・安心、経済・雇用を支える重要な役割を担っ

ている。  

 

○ しかしながら、平成５年度をピークに建設投資額が減少に転じるなど、本道の建設業

を取り巻く経営環境が厳しい状況になったことから、道では、平成１０年度から建設産

業振興のための取組を進めてきており、平成３０年度からは「北海道建設産業支援プラ

ン２０１８」に基づき様々な支援に取り組んできた。 

 

○ 現在、建設投資額は安定して推移しているものの、少子高齢化の影響により、全産業

で生産年齢人口の減少が進み、建設産業においても、就業者の高齢化や若年者の入職が

進まないなど人材確保が厳しい状況となっており、将来にわたる建設工事の品質確保や

その担い手の中長期的な確保・育成への懸念が高まる中、これに応じたより一層の生産

性向上が必要となっている。 

 

○ また、平成２８年に本道に接近・上陸した一連の台風による甚大な被害の発生や平成 

３０年にはマグニチュード６．７、最大震度７を記録した胆振東部地震が発生するなど、

近年の自然災害の激甚化・頻発化を踏まえ、防災・減災、国土強靱化の更なる推進が求

められる中、地域の安全・安心を担う建設産業の役割は、ますます大きなものとなって

いる。 

 

○ こうした課題に対し、道として引き続き、国や関係団体などと連携し、就業環境の改

善やＩＣＴ等を活用した更なる生産性の向上、デジタル化や脱炭素化といった社会変革

にも対応した取組を進めるとともに、将来、担い手となる若者や子どもたちにとって建

設産業の未来【ミライ】が魅力あるものとなるよう、「建設産業ミライ振興プランＨＯＫ

ＫＡＩＤＯ」を策定するものである。 

 

 

 

本プランは、道の政策の基本的な方向を総合的に示すため、北海道行政基本条例に基づ 

き策定された「北海道総合計画」（2016（平成 28）年度～2025（令和７）年度）における基

本的な方向に沿って具体的な政策を推進するため策定される、「特定分野別計画」（「２経済・

産業分野」中、「（３）中小・小規模企業の振興や地域商業の活力再生」）として位置づけら

れるものである。 

 

 

第１章 はじめに 

１ 策定の趣旨   

位置づけ   ２ 
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北海道建設業振興アクションプログラム（平成 10年度～平成 19年度） 

建設業における今後の進むべき方向と、その具体化に向けた取組方策を示す。 
■社会に開かれた市場システムの形成 ■経営に優れた企業の創造 
■時代の要請に応える技術開発の促進 ■合理的な建設生産システムの確立 
■働く人々の豊かな生活の実現    ■環境と共生と企業市民としての産業活動 

技術と経営に優れた企業づくりに向けた環境整備等に関する
提言を行う。 
◆建設現場の効率化への支援 ◆不良・不適格業者の排除
の徹底 ◆地域に信頼される建設業づくりへの支援 

建設業等ソフトランディング対策（平成 14年度～） 

国の構造改革に伴う公共事業削減や景気低迷、雇用面への
影響が懸念されるため、建設業経営体質強化施策を展開。 
◆経営多角化アドバイザー ◆経営支援診断指導 
◆新分野進出の支援    ◆融資制度の拡充 

国の「骨太方針」による公共投資縮減の方針等を踏まえ、今後
５年間で取り組むべき施策等の重点化を図る。 
◆競争力のある企業づくり ◆適正な競争環境の整備  
◆優れた人材の確保・育成 

各企業の自助努力を基本としつつ、公共事業費の縮小などを踏まえ、４つの改革（意識の改
革・経営の改革・人づくりの改革・施工体制の近代化）を柱とし「活力ある建設業の再生」を目
指す。 
■北海道建設業サポートセンター設置 ■建設業本業の強化 ■新分野進出 

建設工事の品質確保と担い手の確保・育成に関する懸念が高まる中、「地域の安全・安心に
欠かせない建設産業の持続的発展」を基本方針に４つの目標を設定し取組を展開。 
■将来に続く経営力の強化 ■技術をつなぐ担い手確保・育成の強化 
■地域の安全・安心の確保 ■建設産業の環境整備 

北海道建設業産業支援プラン 2013（平成 25年度～平成 29年度） 

公共投資の縮減や厳しい就業環境等、建設産業を取り巻く厳しい状況を踏まえ、６つの施策
（経営力の強化、人づくりの強化、道外などへの進出、信頼の確保、適正な施工体制、不良･
不適格業者の排除）に基づく取組を展開。 
■透明で公正な競争入札 ■総合評価方式の充実 ■ダンピング受注の防止 

品確法の改正(H26.6)を踏まえ、発注者として道が取り組む
べき事項の明確化や基本的な方向性等を示す。 
◆担い手の育成･確保 ◆発注関係事務の適切な実施 
◆工事に関する多様な入札契約方式の導入・活用など 

重点化 

提 言 

道の取組 

 体質強化 

アクションプログラム（後期H15～H19）の見直し（平成１５年２月） 

建設業経営効率化推進委員会の設置・報告（平成１７年３月） 

北海道建設業産業支援プラン（平成 20年度～平成 24年度） 

北海道建設産業支援プラン 2018（平成 30年度～令和 4年度） 

公共工事の品質確保に関する北海道の取組方針の改定 
(平成 27年 12月) 

これまでの建設産業振興施策 ３ 
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本道の建設産業が抱える様々な課題を解決し、今後とも持続的に発展するには、各建設 

企業や国、関係団体との連携をより一層強化し、スピード感をもって取り組む必要がある 

ことから、２０２３年度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までの５年間を

推進期間とする。 

なお、社会経済情勢の急激な変化が生じた場合は、必要に応じて、適宜見直しを行って 

いく。 

 

 

建設産業は、土木工事業、建築工事業や大工工事業、解体工事業といった「建設業」の 

他、測量業、建設コンサルタント業、地質調査業、設計業（建築士等）、といった「建設関

連業」の様々な工程が有機的に連携し、受注生産が行われるシステムとなっている。 

本プランでは、こうした一連の生産システムを担う「建設業」及び「建設関連業」を対 

象範囲とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（令和４年３月現在） 

 

 

＜建設関連業＞ 

 
＜建 設 業＞ 

 ■土木工事業 
■建築工事業 
■大工工事業 
■左官工事業 
■とび・大工・コン
クリート工事業 

■石工事業 
■屋根工事業 
■電気工事業 
■管工事業 
■タイル・れんが・ 
ブロック工事業 

 

■電気通信工事業 
■造園工事業 
■さく井工事業 
■建具工事業 
■水道施設工事業 
■消防施設工事業 
■清掃施設工事業 
■解体工事業 
 
 

（建設業法上、 
29 業種） 

 

■鋼構造物工事業 
■鉄筋工事業 
■舗装工事業 
■しゅんせつ工事業 
■板金工事業 
■ガラス工事業 
■塗装工事業 
■防水工事業 
■内装仕上工事業 
■機械器具設置工事業 
■熱絶縁工事業 

 

■測量業 
■建設コンサルタント業 
■地質調査業 
■設計業（建築士等） 
 

 

＜プランの対象＞ 

 

＜道内建設業者＞ 
 

軽微な建設工事のみを請け負う建設業者 
（500万円未満の土木工事など） 

＜道内建設関連業者＞ 
 

■測量業：812 者 
（測量法） 

 
■建設コンサルタント業：271 者 
（建設コンサルタント登録規程） 

 
■地質調査業：94 者 
（地質調査業者登録規程） 
 

 

■建設業の許可を受けて請け負う建設業者：19,491 者 

■経営事項審査を受審する建設業者：7,206 者 
（公共工事を請け負う建設業者） 

道の入札参加資格者 

4,749者 

対象範囲   ５

推進期間  ４

道の入札参加資格者 

767者 

者 

https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E7%AE%A1%E5%B7%A5%E4%BA%8B
https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E9%89%84%E7%AD%8B%E5%B7%A5%E4%BA%8B
https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E8%88%97%E8%A3%85%E5%B7%A5%E4%BA%8B
https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E3%82%AC%E3%83%A9%E3%82%B9%E5%B7%A5%E4%BA%8B
https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E5%A1%97%E8%A3%85%E5%B7%A5%E4%BA%8B
https://spr-kensetsugyo.com/archives/118?gclid=EAIaIQobChMIlvqvstyV-gIViauWCh0uSwA8EAAYASAAEgIfIvD_BwE#%E9%98%B2%E6%B0%B4%E5%B7%A5%E4%BA%8B
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（１）建設投資額 

道内の建設投資額は、平成５年度の約４．８兆円をピークとし平成２２年度の約２．１兆 

円が底となっていたが、近年は、国の「防災・減災、国土強靱化」の推進等により、令

和３年度は平成５年度の約５６％の約２．８兆円であるが、安定して推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共投資比率・土木投資比率 

道内の建設投資額に占める公共投資額の割合は、令和３年度で５７.４％となっており、

全国の４１.５％に比べて高い割合となっている。 

また、道内の建設投資額に占める土木の割合は、令和３年度で５６．３％となっており、

全国の４３．５％に比べて高い割合となっている。 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 建設産業を取り巻く現状 
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（出典：国土交通省「建設総合統計年度報」） 
  


